
   前年同月比 実質※10.2%の減少 名目※32.5%の増加
   全国の消費支出（二人以上の世帯）は、１世帯当たり313,977円
   前年同月比 実質※12.3%の増加 名目※35.5%の増加

   前年同月比 実質※11.7%の増加
         実質※22.2%の増加
         名目※34.4%の増加
   全国の勤労者世帯の実収入（二人以上の世帯）は、１世帯当たり608,578円
   前年同月比 実質※12.8%の増加
         実質※23.2%の増加
         名目※36.0%の増加

              ※1：物価の変動を取り除いた数値 実質化には消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合）を用いた。
              ※2：物価の変動を取り除いた数値 実質化には消費者物価指数（総合）を用いた。
              ※3：物価水準の影響を考慮していない数値

勤労者世帯 勤労者世帯

集計世帯数 88 46 7,256 3,884

世帯人員(人) 2.79 3.14 2.87 3.20

有業人員(人) 1.37 2.01 1.35 1.84

世帯主の年齢(歳) 63.0 52.1 61.0 51.1

受取 － 1,311,885 － 1,451,775

実収入 － 582,779 － 608,578

経常収入 － 579,027 － 600,383

勤め先収入 － 477,690 － 513,610

世帯主収入 － 328,603 － 400,266

うち男 － 300,358 － 379,300

定期収入 － 317,545 － 378,312

臨時収入・賞与 － 11,058 － 21,954

臨時収入 － 4,112 － 3,030

賞与 － 6,947 － 18,924

世帯主の配偶者の収入 － 146,865 － 100,473

うち女 － 145,047 － 96,822

他の世帯員収入 － 2,222 － 12,870

事業・内職収入 － 7,431 － 5,960

家賃収入 － 0 － 2,367

他の事業収入 － 6,627 － 2,290

内職収入 － 804 － 1,303

他の経常収入 － 93,906 － 80,813

財産収入 － 245 － 1,542

社会保障給付 － 93,661 － 78,855

公的年金給付 － 66,256 － 62,290

他の社会保障給付 － 27,404 － 16,565

仕送り金 － 0 － 415

用   途   分   類

二人以上の世帯

松 江 市 全   国

 2025年(令和７年)8月分 家計調査結果（二人以上の世帯）（松江市） 

     〇消費支出(二人以上の世帯）は、   １世帯当たり 299,420円

    〇勤労者世帯の実収入(二人以上の世帯）は、   １世帯当たり 582,779円

消費支出（１世帯当たり）

実収入（１世帯当たり）



勤労者世帯 勤労者世帯

用   途   分   類

二人以上の世帯

松 江 市 全   国

特別収入 － 3,752 － 8,195

受贈金 － 667 － 1,324

他の特別収入 － 3,086 － 6,871

実収入以外の受取(繰入金を除く) － 413,908 － 489,999

預貯金引出 － 303,730 － 325,742

保険金 － 4,952 － 10,882

個人・企業年金保険金 － 4,952 － 5,998

他の保険金 － 0 － 4,885

有価証券売却 － 0 － 1,346

土地家屋借入金 － 0 － 0

他の借入金 － 0 － 197

クレジット購入借入金 － 105,127 － 151,509

財産売却 － 0 － 0

実収入以外の受取のその他 － 99 － 323

繰入金 － 315,198 － 353,198

支払 － 1,311,885 － 1,451,775

実支出 － 406,609 － 449,364

消費支出 299,420 317,020 313,977 347,325

1 食料 99,707 101,209 94,516 100,175

2 住居 5,182 5,986 18,915 21,484

3 光熱・水道 23,970 23,190 20,989 21,022

4 家具・家事用品 15,542 12,946 13,853 15,220

5 被服及び履物 5,515 7,524 7,955 9,344

6 保健医療 13,881 10,383 15,456 13,820

7 交通・通信 35,281 38,692 42,342 51,814

8 教育 4,878 9,165 7,378 11,812

9 教養娯楽 30,276 36,006 35,038 43,121

10 その他の消費支出 65,189 71,918 57,537 59,514

(再掲) 教育関係費 12,184 22,696 10,752 16,731

(再掲) 教養娯楽関係費 34,753 42,548 40,908 49,803

(再掲) 移転支出(贈与金＋仕送り金) 15,781 17,468 9,557 9,449

(再掲) 経常消費支出 238,106 252,627 231,211 249,677

(再掲) 情報通信関係費 15,001 17,157 14,878 16,175

(再掲) 消費支出(除く住居等) 278,457 293,566 279,913 308,691



勤労者世帯 勤労者世帯

用   途   分   類

二人以上の世帯

松 江 市 全   国

非消費支出 － 89,589 － 102,039

直接税 － 30,618 － 41,020

勤労所得税 － 9,688 － 17,481

個人住民税 － 19,799 － 21,240

他の税 － 1,131 － 2,300

社会保険料 － 58,971 － 60,705

公的年金保険料 － 33,366 － 34,505

健康保険料 － 19,665 － 19,659

介護保険料 － 4,237 － 4,559

他の社会保険料 － 1,703 － 1,983

他の非消費支出 － 0 － 314

実支出以外の支払(繰越金を除く) － 619,372 － 672,112

預貯金 － 482,788 － 493,464

保険料 － 17,870 － 18,961

個人・企業年金保険料 － 2,939 － 3,704

他の保険料 － 14,930 － 15,257

有価証券購入 － 1,376 － 5,354

土地家屋借金返済 － 32,896 － 36,523

他の借金返済 － 1,830 － 1,734

クレジット購入借入金返済 － 82,207 － 104,612

財産購入 － 0 － 10,487

実支出以外の支払のその他 － 406 － 979

繰越金 － 285,903 － 330,298

可処分所得 － 493,191 － 506,538

黒字 － 176,170 － 159,213

金融資産純増 － 193,352 － 179,808

貯蓄純増 － 191,976 － 175,800

預貯金純増 － 179,058 － 167,722

保険純増 － 12,918 － 8,078

個人・企業年金保険純増 － -2,012 － -2,294

他の保険純増 － 14,930 － 10,372

有価証券純購入 － 1,376 － 4,008

土地家屋借金純減 － 32,896 － 36,523

他の借金純減 － 1,830 － 1,537

クレジット購入借入金純減 － -22,921 － -46,897

財産純増 － 0 － 10,487

その他の純増 － 307 － 656

繰越純増 － -29,294 － -22,900



勤労者世帯 勤労者世帯

用   途   分   類

二人以上の世帯

松 江 市 全   国

－ 64.3 － 68.6

黒字率(％) － 35.7 － 31.4

金融資産純増率(％) － 39.2 － 35.5

貯蓄純増(平均貯蓄率)(％) － 38.9 － 34.7

預貯金純増(％) － 36.3 － 33.1

保険純増(％) － 2.6 － 1.6

個人・企業年金保険純増(％) － -0.4 － -0.5

他の保険純増(％) － 3.0 － 2.0

有価証券純購入(％) － 0.3 － 0.8

土地家屋借金純減(％) － 6.7 － 7.2

他の借金純減(％) － 0.4 － 0.3

クレジット購入借入金純減(％) － -4.6 － -9.3

財産純増(％) － 0.0 － 2.1

エンゲル係数(％) 33..3 31.9 30.1 28.8

注１ 統計表中の「-」は該当数字がないものである。 
　２ 二人以上の世帯には、「勤労者世帯」のほか、世帯主が無職の世帯と、自営業者などの

世帯を含み、自営業者などの世帯の収入は調査していないため、二人以上の世帯の収入
にかかる項目は「-」となる。

　３ 可処分所得とは、実収入から非消費支出を差し引いたものである。
　４ 黒字とは、可処分所得から消費支出を差し引いたものである。
　５ 平均消費性向とは、可処分所得に対する消費支出の割合である。
　６ エンゲル係数とは、消費支出に占める食料費の割合である。

(再掲) 可処分所得に対する割合
  平均消費性向(％)


